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Impact of Elderly Employment on Macroeconomics: 












































































































　 若年期：  （2）
　 老年期：  （3）
　ここで、μy,t、μo,t は t 期の若年、老年期の人口である。ct は若年期消費、et は老年期消費、




















　ここで、A は全要素生産性、ly は若年労働需要、lo は老年者労働需要、K は資本ストック
である。簡便化のため、資本減耗は考えない。利潤 大化問題を解くと、以下の条件が得
られる。
　 t 期若年者賃金：  （12）
　 t 期老年者賃金：  （13）















 労働市場均衡：  （16）
 資本市場均衡：  （17）







































































いたケース 2 の結果を見ていこう。人口の推移を図 2に示す。これを見るとわかるように、











仮定する。労働参加率はケース 1 と同様で 0.28 としている。その結果を図 3に示す。ケー
ス 1 と同様に、（12）式から得られる若年期の賃金及び、（9）式から得られる若年期の消
費はともに上昇していくが、賃金の伸びの方が大きく、結果として貯蓄率 s/w は上昇をし
ている。（13）式から得られる老年期の賃金 z は、やや複雑な動きをするものの、ケース 1
とは異なり、上昇傾向を示している。これは後述するように、生産が上昇することの結果





　労働参加率 0.28 ケース 2 の結果を基準ケースとして、労働参加率が上昇した場合、貯蓄
はどのように変化するかを見てみよう。ここでは、労働参加率以外のパラメタを同一とし
て、全期間の労働参加率を 0.4 及び 0.5 とした場合について、シミュレーションを行った。
まず貯蓄に与える影響を見てみよう。シミュレーション結果を図 4に示す。これを見ると
明らかなように、標準的なパラメタのもとでは、老年期の労働参加率の上昇は、貯蓄を増

















突然 0.5 までジャンプするとは考えにくい。そこで、労働参加率 0.28 ケース 2 の結果を基準


























































 若年期：  （23）
 在老制度無老年期：  （24）
　 在老制度有老年期：  （25）
　ここで、在老制度がある場合は、在職であるかどうかに応じて、差別的な年金給付額が
行われると考える。すなわち、労働参加をしている εt+1 の割合の老年期家計は、減額され

























　 t 期若年者賃金：  （35）
　 t 期老年者賃金：  （36）
　 t 期利子率：  （37）











 労働市場均衡：  （41）
 資本市場均衡：  （42）








　第 3 節ケース 2 で議論したパラメタと同様のパラメタを用いて、在老制度有の場合をシ
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